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１【提出理由】
当社及び連結会社の財政状態，経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象が発生する可能

性が生じたため，金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び

第19号の規定に基づき提出するものであります。

 

２【報告内容】
(1) 当該事象の発生年月日

　　未定

 
(2) 当該事象の内容

当社は，原子力規制委員会による原子炉等規制法に基づく浜岡原子力発電所３号機・４号機の新規制基準適合性審

査において，2026年１月５日に公表した浜岡原子力発電所の地震動の評価を不適切な方法で実施していた事案に関し

て，透明性・公正性を確保して事実関係及び原因の調査，再発防止策の検討等を行うため，当社から独立した外部専

門家のみで構成される委員会（以下「調査委員会」）を設置いたしました。その後，調査委員会において調査を進め

ていただくとともに，当社としても調査の独立性・中立性及び実効性が確実に担保されるよう全面的に協力してまい

りました。

 
本日（2026年９月11日），調査委員会から調査報告書を受領いたしました。

 
当該報告書につきましては，調査対象事象の関係者への影響の抑止，個人のプライバシーの保護等の観点から，部

分的な非開示措置を行ったうえで，迅速に後日開示いたします。

 
(3) 当該事象の損益及び連結損益に与える影響額

当該事象が，当期及び将来の業績に与える影響は現時点では未定です。今後，開示すべき事項が生じた場合は，速

やかにお知らせいたします。

 
 

以　上
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